
ご 説 明 資 料  
平成２０年度の業務の実施状況等のご報告

平成２１年７月２１日

資料３



１

商工中金の概要

設立 昭和１１年１０月８日（平成２０年１０月１日株式会社化）

店舗数 １０２店舗（国内９９店舗・全都道府県に配置、海外３店舗）

職員数 ４,２４７名

資本金 ２,１８６億円
うち政府出資

 
１,０１６億円（４６．５％）

 
＊特別準備金

 
４,００８億円

民間出資

 
１,１７０億円（５３．５％）

 ＊７月

 
危機対応準備金１,５００億円出資

民間出資者数 約２５,０００の中小企業組合と３,０００強の構成員中小企業等

資金調達 債券 ６兆４,０５７億円、 預金 ３兆１,１２５億円など

資金運用 貸出金 ９兆１,６１２億円
うち長期運転資金

 
４兆４,８２４億円、

 
設備資金

 
２兆１,８２２億円

短期運転資金

 
２兆４,９６５億円

貸出取引先数 約７万先（所属中小企業組合及びその構成員中小企業等）
うち商工中金を主要取引先金融機関とする企業等数

 
約２万１千先

業務内容 融資業務、預金業務、為替業務、
債券業務、証券業務、国際業務、M&A支援業務、事業承継支援業務

 
他

子会社によるコンサルティングサービス、リースサービス

 
他

（平成２１年３月３１日現在）



（１）平成２０年度業務の実施状況

・前年同月比増加率

・建設・不動産を除く９００社調査（１２年５月以降）

（資料）商工中金『中小企業月次景況観測』

中小企業の売上高（下段）中小企業の売上高（下段）

●中小企業を巡る金融・経済環境

○中小企業の景況は、昨年秋以降急激

 に悪化。１月に、過去の不況期を著しく

 下回る過去 低値を記録。その後、悪

 化の急激さは緩和するも、なお、深刻

 な状況が継続。
○売上高は、２０年１０月にマイナスに転

 じた後、２１年１月から５カ月連続で過

 去 大のマイナス幅。
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H21/6

（全産業） 38.0
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（非製造業） 39.2

H10/6（800社）

（全産業）36.7

（製造業）33.6

（非製造業)39.1

山

H21/1

（全産業） 24.8

（非製造業) 29.4

H21/2

（製造業） 19.0

直 近 4～6月 の 推 移

4月 5月 6月

全産 業 30.8 34.1 38.0

製造 業 27.3 32.2 36.6

非 製造 業 33.5 35.6 39.2
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谷山 第３次

平成不況

デフレの進行

H21/5

▲19.7％

全産業

H12/11 H14/1

谷山
第２次

平成不況

長銀

日債銀

山一

の破綻

700社

H10/3、7

▲10.3％

山

H19/10

売上高（製造業）

売上高（全産業）

H9/5 H11/1

H13/12

▲7.6％

H16/3

5.8％

700社

H10/8

▲13.7％

700社

H10/3

▲8.1％

売上高（非製造業）

売上高（直近3月～5月の推移）

3月 4月 5月

全産業 ▲ 17.0 ▲ 19.0 ▲ 19.7

製造業 ▲ 22.8 ▲ 25.8 ▲ 27.5

非製造業 ▲ 11.2 ▲ 12.0 ▲ 11.7

２

H19/10

前回の金融危機時の
最低値36.7（H10/6）
を上回るところまで上昇し

 

たものの、現在の水準は

 

なお低い。

長銀
日債銀
山一

の破綻

第２次
平成不況

山 谷

（全産業）

 

H18/3
51.5

（全産業）
H13/11

38.8

第３次
平成不況

デフレの進行

過去最低値

中小企業の景況判断指数（上段）中小企業の景況判断指数（上段）

・景況判断指数＝{（「好転」企業数×1＋「不変」企業数

 
×0.5）÷調査対象企業数}×100

 
指数が50を上回っていれば調査対象企業群の景況判断が

 
前月より「好転」したことを表し、50を下回っていれば景

 
況判断が前月より「悪化」したことを表す。

・１,０００社調査（１２年６月以降）



（１）平成２０年度業務の実施状況

●平成２０年度の主な取組み

１

 

長期的な取引スタンスに基づく安定的な資金供給とセーフティネット機能の発揮１

 

長期的な取引スタンスに基づく安定的な資金供給とセーフティネット機能の発揮

中小企業の皆様との日常的な取引を通じて、財務だけでなく、業務や技術の内容、経営者の手腕や方針など、経営
の実態を熟知しながら、長期にわたる安定的な取引スタンスに基づく資金供給に努めました。
金融危機後は、危機対応業務によるセーフティネット機能の発揮に全力。

２

 

中小企業のライフステージに応じた多様なソリューションの提供２

 

中小企業のライフステージに応じた多様なソリューションの提供

中小企業のライフステージに応じた多様なニーズに対し、創業支援・シンジケートローン・私募債・デリバティブ・国際
業務・再生支援など、ソリューションビジネスへの取組みを強化しました。

創業ステージにある中小企業

 
支援

 

３,９９５億円
シンジケートローンの主幹事

１,４３７億円
中小企業等の海外展開支援

２９５件
再生支援協議会等と連携した

 
再生支援

 

８７件

３

 

企業間連携とネットワーク化の支援３

 

企業間連携とネットワーク化の支援

協同組合の共同経済事業や金融事業の実施などを継続して支援するほか、その他の企業間連携、農商工連携も支
援。中小企業団体中央会、商工会議所等との協調・連携も強化しました。

４

 

資金調達基盤の拡充、健全な経営基盤の構築、内部態勢整備４

 

資金調達基盤の拡充、健全な経営基盤の構築、内部態勢整備

使命実現を支える取組みとして、定期預金を組み込んだ「総合口座」の取扱いを個人向けに開始するなど資金調達
基盤の拡充、業務の効率化等に努めました。

＊２０年度実績

３

◎２０年１０月に株式会社に転換（新商工中金）

 ⇒中小企業に対するフルバンキング機能を一層拡充し、下記の取組みを推進。

◎株式会社化と相前後して、金融危機の発生－中小企業の経営環境は、前例のない急激な落ち込み。

 ⇒危機対応業務に全組織を挙げて取組み、中小企業の厳しい資金繰りを支援。（詳細は後述）



４

（１）平成２０年度業務の実施状況

（備考）

・コア業務粗利益は､業務粗利益から債券売却損益を控除したもの。

・臨時損失は臨時収益控除後。

２０年度の業績のポイント２０年度の業績のポイント

●平成２０年度業績の概要

②業務粗利益［▲９０億円］

 債券市場の混乱により、商工債の

 クーポンが上昇するなどの影響を

 受け減少。

③経費［＋２４億円］

 継続的に削減に努めるも、株式会

 社化に伴う関連費用が発生したた

 め増加。

①与信費用［＋１７１億円］

 中小企業等を巡る環境が悪化し、

 企業の業績低迷・悪化、倒産等に

 より増加。

金額単位：億円
１９年度 ２０年度

（通期） 20/9期 21/3期

業務粗利益 1,409 1,319 618 701

コア業務粗利益 1,426 1,334 674 659

経費 724 748 366 381

業務純益（一般貸引繰入前） 685 571 251 319

一般貸倒引当金繰入額・戻入益（▲）ａ ▲ 18 27 27 0

臨時損失 531 649 267 382

不良債権処理額ｂ 533 658 263 394

経常利益 172 ▲ 106 ▲ 43 ▲ 62

特別損益 ▲ 34 1 ▲ 1 3

法人税、住民税及び事業税 3 8 7 1

法人税等調整額 ▲ 84 ▲ 104 ▲ 81 ▲ 23

当期純利益 218 ▲ 8 28 ▲ 37

与信費用（ａ＋ｂ） 514 685 290 395

自己資本比率 8.80% 8.92% 8.94% 8.92%



５

（１）平成２０年度業務の実施状況

○中小企業等を巡る環境が悪化し、企業の業績低迷・悪化、倒産等により、２０年度の与信費用は、１９

 年度比で１７１億円増加。特に下期の増加が著しい。

●①与信費用の推移
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一般貸倒引当金繰入額

不良債権処理額

与信費用 （参考）

（備考）

・不良債権処理額とは、個別貸倒引当金繰入額に、貸出金償却額等を加えたもの。

年度 件数 負債総額

１８年度 ９,５７２ ５２,５６５

１９年度 １１,３３３ ５５,３２２

２０年度 １３,２３４ １３６,７０９

●全国の企業倒産動向

資料：株式会社帝国データバンク

 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

（億円）



６

（１）平成２０年度業務の実施状況

●②コア業務粗利益の推移

○昨年秋口以降の債券市場の混乱により商工債のクーポンが上昇するなどの影響を受けたため、調達

 コストが上昇、貸出利鞘が縮小し、２０年度の資金利益は減少。

○これに対して、非資金利益*は、中小企業等の多様な経営ニーズへの的確な対応に努め、役務取引

 等を拡大したことにより、増加。
（*非資金利益とは、為替手数料、シンジケートローンに係る手数料、デリバティブに係る収益等で構成。）
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（１）平成２０年度業務の実施状況

●③経費の推移

○従来より、持続的に業務効率化に努め、経費を削減（平成３年度のピーク比で▲３７２億円）。

○ただ、２０年度は、預金保険料や、看板等変更費用、システム開発費用、事業税の負担増等の株式会

 社化に伴う関連費用の発生により、１９年度比で２４億円増加。

（備考）

・経費のピークは、平成３年度１,１２０億円。

・物件費の内容は、賃借料等の固定資産関係費用、業務委託費、預金保険料（２０年度下期）など。



（２）金融危機への対応（金融危機発生後は、危機対応業務に全力）

中堅企業等

中小企業等

政
府

日
本
政
策
金
融
公
庫

①損害担保 危機対応融資

危機対応融資①損害担保

商工中金

②ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ

出資、資金の
貸付、利子補
給金交付

②ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ
21年度補正予算に

より措置

①損害担保…日本政策金融公庫から一部補償（元金の７０％または８０％）を受けて必要資金を融資するスキーム

②ツーステップローン…日本政策金融公庫から資金調達をして必要資金を融資するスキーム

８

●危機対応業務の概要

○商工中金は、法定のみなし指定金融機関として、危機対応業務を実施



211

1,883

3,125

4,418
5,461

6,615

33

198

740

981

1,384

2,257

１０月～１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

合計8,872
(12,239件）

危機対応貸出の実績累計 （億円）

合計244

合計2,081

合計3,865

合計5,399

合計6,845

合計8,872
(12,239件）中堅企業等向け

中小企業等向け

（２）金融危機への対応（実績）

２０年度２次補正
（２１年１月２７日成立）

２１年度補正
（２１年５月２９日成立）

中小企業等向け ０.９兆円 ３.３兆円（＋２.４兆円）

中堅企業等向け ０.３兆円 ０.９兆円（＋０.６兆円）

合計 １.２兆円 ４.２兆円（＋３.０兆円）

９

●事業規模

中堅企業等向け １６５ ５４２ ２４１ ４０３ ８７３

中小企業等向け １,６７２ １,２４２ １,２９３ １,０４３ １,１５４

合計 １,８３７ １,７８４ １,５３４ １,４４６ ２,０２７

単
月
実

 

績



（２）金融危機への対応（現場での取り組み、普及広報活動）

１０

危機対応業務説明会の開催危機対応業務説明会の開催

地方公共団体、中小企業団体中央会、中小企業組合等と連携し、全国各地で危機対応業務について
の説明会を開催（開催数 ６３３回、参加者数 約２万１千人）。

危機対応業務パンフレットの配布危機対応業務パンフレットの配布

危機対応業務についてのパンフレットを１０万部印刷し（本年２月）、取引先等に配布・説明。

２１年度補正予算による拡充後、新たにパンフレットを１０万部増刷し（本年７月）、取引先等に配布・説
明。

危機対応業務の説明を掲載したミニディスクロージャー誌の全株主への配布危機対応業務の説明を掲載したミニディスクロージャー誌の全株主への配布

危機対応業務の説明を掲載したミニディスクロージャー誌を作成し、中小企業組合等の全株主（約２万
８千先）に送付（本年６月）。更に、それを通じて傘下の全国３００万組合員が制度を知りうるよう一層の
普及活動に注力。

○「特別相談窓口」を全国の営業店に設置し、中小企業・中堅事業等からの相談に懇切に対応するほか、

 以下のように制度の普及広報活動にも努め、本支店一体となって、全力を挙げて、危機対応業務に取

 り組んでおります。



（２）金融危機への対応（商工中金法改正）

１１

危機対応業務の円滑な実施のために必要な財政基盤の確保に資するものとして、危機対応準備金が
創設され、政府から１,５００億円を出資。

（＊危機対応準備金は、自己資本比率算定上の中核的自己資本（ＴｉｅｒⅠ）に該当。）

●中小企業者及び中堅事業者等に対する資金供給の円滑化を図るための株式会社商

 工組合中央金庫法等の一部を改正する法律（平成21年法律第54号

 

6月19日公布・施行）の概要

危機対応準備金の創設危機対応準備金の創設

その他その他

政府は、その保有する株式を「平成２４年４月１日から起算して」おおむね５～７年後を目途として、全
て処分する。（従前は「平成２０年１０月１日から起算して」とされていたものを改正）

政府は、平成２３年度末を目途として、危機対応準備金への出資の状況、危機対応業務の実施の状
況、商工中金の財政基盤、株主となる中小企業団体及びその構成員の資金の余力、社会経済情勢の
変化等を勘案し、商工中金による危機対応業務の在り方、政府保有株式の処分の在り方及び商工中
金に対する国の関与の在り方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて
必要な措置を講じる。措置が講ぜられるまでの間、政府保有株式の処分は行わない。



１２

（３）平成２１年度の業務方針

引き続き、中小企業にとって極めて厳しい経済環境が続く中、危機対応業務に全力を挙げて取り組み
ます。

１

 
セーフティネット機能の発揮１

 
セーフティネット機能の発揮

２

 
経営課題の解決に向けた質の高いソリューションの提供２

 
経営課題の解決に向けた質の高いソリューションの提供

資金面の支援に留まることなく、中小企業等が抱える経営課題の解決に向け、当金庫の総合金融機
能（フルバンキング機能）を発揮し、質の高いソリューションを提供する等、全力でサポートします。

３

 
経営改善計画の策定や実行支援の強化３

 
経営改善計画の策定や実行支援の強化

経営改善が必要な中小企業等に対しては、経営改善計画の策定・実行の支援を一層強化し、ＤＤＳや
ＤＥＳ等多様な金融手法を活用した再生支援にも積極的に取組みます。

４

 
一層の経営合理化４

 
一層の経営合理化

引き続き、中小企業等に良質な資金を供給していくため、個人・法人預金を主体に資金調達基盤拡充
に向けた取組みを一層強化します。

また、限られた経営資源を 大限有効に活用する観点から、業務の効率化、経費の削減など一層の
経営合理化に不断に取り組みます。
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